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法律制定までの経緯

―― 来年4月の「個人情報の保護に

関する法律（以下、個人情報保護法）」

の全面施行に向けて、官民の取り組み

が進んでいます。はじめに、この法律が

制定されるに至った経緯について総括

していただきたいと思います。

鶴巻 経緯としてどこからとらえるかと

いうと、なかなか難しいですが、1980年

のOECD理事会勧告の「プライバシー保

護と個人データの国際流通についての

ガイドライン」が具体的端緒と位置付け

られるでしょう。8原則（右頁・資料参照）

が明確に打ち出されたことを受けて、各

国において法制の整備が進められまし

たが、その際、国ごとにアプローチに相

違がありました。大別すれば、一つは、民

間部門も公的部門も含めた法体系をつ

くり上げようとする考え方であり、もう一

つは、政府が保有する個人情報を重視

して公的セクターへの対処を中心とす

る考え方です。当時、わが国がとったの

は後者の立場でした。政府が有する個

人情報を、国民的な視点からどのように

コントロールするかということを主眼とし

個人情報保護法制定までの
経緯、論点、展望
わが国における個人情報保護システムを規定する基本法として、
個人情報保護法が来年4月に全面施行となる予定だ。
この法律が制定に至るまでの経緯、重要な論点などについて、
内閣府国民生活局個人情報保護推進室長・鶴巻浩氏にうかがった。

鶴巻 浩氏 内閣府国民生活局個人情報保護推進室長

て、民間部門については、できるだけ民

間の自主性に任せるべきであるとして、

政府が保有する個人情報に関する議論

が軸となりました。

―― やがて、民間部門における個人

情報のあり方が注目されるようになるわ

けですね。

鶴巻 何といっても、その背景はIT社会

の進展です。コンピューターネットワーク

の急速な発展に伴って、個人情報が活

用されるようになり、われわれ国民が

その便益を享受できるようになっ

た一方で、ルールもなく個人情

報が利用されては、不測の不

利益を被るかもしれない、と

いった漠然とした不安感が

生じてくる。行政機関に限ら

ず、民間の事業者も膨大な

個人情報を保有でき

るようになった。それについても改めて考

えるべきではないか、そのような認識が

浮上したということです。特に平成11年

6月、住民基本台帳法※1改正があり、国

会でも議論のテーマとなりました。これが

政府として加速的に動き出す直接の契

機でした。

―― 政府はどのようなかたちで検討を

進められたのでしょうか。

※1 住民基本台帳法：昭和42年7月25日公布、同年
11月10日施行。平成11年の改正によって、全国
の自治体のコンピュータがネットワーク化され、全
国共通の本人確認を行うことが可能となった。



鶴巻 平成11年7月、政府の高度情報

通信社会推進本部（以下、推進本部）※2

に個人情報保護検討部会（以下、検討

部会）※3が設けられ、個人情報保護のシ

ステムのあり方について検討がなされま

した。同年11月には、検討部会におい

て、仕組みの全体像が示され、さらに同

年12月には、推進本部において、「我が

国における個人情報保護システムの中

核となる基本的な法制の確立に向けた

具体的検討を進める」との決定がなされ

た。それを受けて、法制化専門委員会な

どで検討を重ね、平成13年の第151回通

常国会に法案を提出しました。

―― その際、報道関係を中心に「メディ

ア規制法ではないか」という反応が起き、

審議未了廃案となりました。

鶴巻 個人情報の保護がなぜ必要か

と申しますと、個人情報が個人の人格と

密接な関連を有するものであり、憲法第

13条は、個人が「個人として尊重される」

ことを定めている。かたや、報道（出版）

の自由、表現の自由も憲法上の要請で

す。憲法の諸要請を調整して、一定のルー

ルを打ち立てようという重要な法律であ

るだけに、心配される方が多かったのだ

ろうと思いますが、当初から政府には、

表現や報道の自由を制約する目的は全

くありませんでした。逆に、報道機関だ

から個人情報を大事にしなくてよい、と

いうことでもないため、調整のあり方、行

政の関与のあり方として、報道機関等の

自主的な取り組みに期待し、昨年成立し

た法律では、報道機関は事業者の義務

の適用除外とされました。

アプローチの違い

―― 成立した個人情報保護法の構成

についてご説明ください。

鶴巻 全体は6章構成（7頁・資料2参

照）で、第1章から第3章までが既に施行

されています。

第1章の「総則」に掲げられている基

本理念は、この法律の要の部分です。ま

だ施行されていない第4章の規定の根

本となる規定です。今後、実行していく

中で確立していく部分も多いのですが、

国民共通の指針となるものです。

第2章「国及び地方公共団体の責務

等」、第3章「個人情報の保護に関する

施策等」は、個人情報の保護に万全を

期するために、公的セクターの役割を定

める部分で、国の責務の大きな柱は、基

本方針を定め、総合的に施策を展開す

るといった内容です。

第4章「個人情報取扱事業者の責務

等」以降では、民間分野における事業者

の義務などをまとめています。個人情報

は利用目的を特定した上で、その範囲

内で使わなければならないといったこと

や、利用目的を明確にした上で取得しな

ければならない、データの内容は正確で

なければならない、といった基本的なルー

ル。情報を第三者に提供し、あるいは提

供される場合のルール。さらに本人から

の求めに応じた開示、訂正、利用停止な

どについてまとめています。また、行政庁

の関与のかたちとしての主務大臣制に

ついて定め、第6章では、実効性を担保

するための罰則規定を置いています。

―― OECDの8原則に則した内容で

すね。

鶴巻 企業活動のグローバル化、情報

のネットワーク化が進展する中で、世界

に突出して異質なことはできません。その

ような意味でも、わが国においてOECD8

原則を具体化したものが個人情報保護

法であり、政府の行政機関法※4です。

―― 国家による個人情報についての

感覚の違いということで、米国は利用に、

欧州は保護に重きを置く傾向がある、と

する識者がいますが、その点はいかが

お考えですか。

鶴巻 各国の主張の分析から、そのよ

うな見解もあると思います。米国とEUの

方法論に相違があるとすれば、日本は

その中間に位置していると言えるのかも

しれません。ただ、私としては、方向性に

関しては世界の体制が必ずしも二分さ

れているとはとらえていません。産業社

会の風土、法文化などの違いのため、ア

プローチの相違は確かにありますが、普

遍的価値観という点では大きな食い違

いはないように思います。

保護に万全を期すこと

―― 個人情報保護法第7条第1項の

規定に基づき策定された、「個人情報の

保護に関する基本方針（以下、基本方

針）の内容についておうかがいします。

鶴巻 基本方針の柱立ては既に法律

に規定されていますが、基本方針は、そ

の中身をきちんと埋めていくという位置

付けのものです。その基本方針の策定

のため、昨年7月、国民生活審議会（以

下、国生審）の中に個人情報保護部会※5

を立ち上げ、8回にわたって議論してい

ただき、今年4月に閣議決定しています。
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※2 高度情報通信社会推進本部：平成6年8月2日の閣議決定に基づき内閣に設置
（本部長・内閣総理大臣）。平成12年7月7日に「情報通信技術戦略本部」へと
改組された。

※3 個人情報保護検討部会：高度情報通信社会推進に向けた基本方針（平成10年
11月9日本部決定）のアクション・プラン（平成11年4月16日本部決定）に基づき、
平成11年7月14日に高度情報通信社会推進本部の下に設置された部会。

※4 行政機関法：正式名称「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律」
（平成15年5月30日公布）のこと。

※5 個人情報保護部会：内閣府の国民生活審議会の中に設置された委員会で、個
人情報保護法の制定に伴う基本方針の策定について、平成15年7月30日から審
議を行っている。

OECDの8原則資料

1．収集制限の原則
適法・公正な手段により、かつデータ主体に通知または同意を得
て収集されるべき

2．データ内容の原則
利用目的に沿ったもので、かつ、正確、完全、最新であるべき

3．目的明確化の原則
収集目的を明確にし、データ利用は収集目的に合致すべき

4．利用制限の原則
データ主体の同意がある場合、法律の規定による場合以外は目
的以外に利用・使用してはならない

5．安全保護の原則
合理的安全保護措置により、紛失・破壊・使用・修正・開示等から
保護するべき

6．公開の原則
データ収集の実施方針等を公開し、データの存在、利用目的、管
理者等を明示するべき

7．個人参加の原則
自己に関するデータの所在および内容を確認させ、または異議申
立てを保証するべき

8．責任の原則
管理者は諸原則実施の責任を有する

編集部作成



法律の周知あるいは職員の研修等、具

体的な取り組みを行っていくということを

記述しています。

次に、特に民間部門にかかわるところ

で、制度の統一的な運用ということです。

この個人情報保護法が主務大臣制で、

それぞれ事業を所管する各大臣が所管

するということになっていることとの関連

で、政府部内における制度の円滑な運

用の仕組みを記述しています。具体的

には、一つ、個別の事案が発生した場合

には、各省庁が迅速に第4章の規定に

基づく措置等の検討を行う。もう一つが

内閣府は、関係省庁連絡会議等を活用

しながら、一つひとつの対応事例を蓄積

して、具体の施策にフィードバックしてい

くということを記述しています。

また、国だけでの問題ではありません。

地方公共団体との連携が必要である、

あるいは事業者等の相談や苦情にも応

じていかなければならないということで、

各省庁にこの法律に関する窓口を明確

化する、ということも記述しています。

さらに、事業分野ごとのガイドライン等

の検討ということがあります。

―― 地方公共団体の役割について

は、どのように言及されていますか。

鶴巻 もちろん自治にかかわることです

から、国が一方的に指図することはでき

ませんが、地方公共団体が講ずべき措

置、具体的には住民・事業者への支援

のあり方について、政府の考え方をまと

めたということです。これまで個人情報

について、国の立法に先行して条例を

制定するなどの取り組みを行ってきた地

方公共団体がありますが、基本方針は、

その実績を評価し、今後とも地域の特性

に応じた措置として、そのような取り組み

が重要である、としています。

―― 他方、全国的に事業を展開して

いる企業の間には、地方公共団体ごと

に条例が異なれば、事業に差し支える

のではないか、との懸念があるようです。

鶴巻 国生審でもそのような意見があり

ました。このため結論として、まず地方

公共団体に対して、法律や各省庁が策

定するガイドラインとの整合性について

配慮を求め、また、意思疎通が重要であ

る点から、他の地方公共団体との連携

に留意するとともに、特に事業者に新た

な規制を課すときは、規制の内容などを

十分説明して、理解を求める。そのよう

なプロセスについて書いています。

また、地方公共団体には苦情処理と

いう重要な役割もあります。個人情報に

関する苦情として、架空請求や不当請

求といった問題をいかに処理していく

か。それについて、地方公共団体におい

ては、情報公開の窓口が個人情報保護

の窓口を兼ねていることが多いのです

が、それでは、事業者と本人の間に立っ

て動きにくいのではないか、国民から見

て不便ではないか、そのような問題意識

を持ちました。国生審でも同様の意見が

示されたことから、基本方針には、国か

らの提案ということで「既存の消費生活

センターや消費者相談窓口等を個人情

報に関する苦情の窓口とする」とし、苦

情相談部局を軸として関係部局が連携

するということを書いています。

―― 財政難の中、そのような機関が縮

小傾向にあるようですが。

鶴巻 実情は承知していますが、既存

の組織を活用するなら、どこがノウハウ

を持っているか、住民・国民の視点から

どこで行うのが望ましいのかという観点

から、総合的に考えた上での結論です。

現場の相談員の方々は、自分たちの真

正面の仕事として、架空請求などにしっ

かり取り組んでいくという意識は強いよ

うです。また、われわれは、架空請求など

のトラブルを処理する上でツールが一つ

その冒頭、基本的な方向が謳われて

います。個人情報取扱事業者の義務は

法律に書かれているものがすべてでは

ない。解釈の指針なり、考え方なりを示

さなければ、実際のルールが運用されな

い。そのために歴史や経緯、背景、思想

をしっかり述べるべきであると、その点に

かなり紙幅を割いたものです。

―― 保護と有用性の配慮の関係につ

いては、まず保護ありき、ということでしょ

うか。

鶴巻 基本方針は「個人情報の保護に

万全を期すことこそが、個人情報の利用

に関する社会の信頼を高め、ひいては

国民一人ひとりがその便益を享受でき

る高度情報通信社会の実現を可能とす

る」と謳っています。個人情報取扱事業

者の方々には、来年の全面施行に向け

て準備を進めていただく中で、さらには

施行後における実行の中で、常にその

ような観点から個人情報の取り扱いを考

えていただきたい。それが政府として、

特に強調したいメッセージです。

また、この法律は、個人情報保護を広

くルール化するものであることから、いろ

いろな利用者・利用方法があり、そのた

めの必要最小限のルールが書かれてい

ます。ただ、この法律ができるまで、個人

情報について、政府や社会において何

も取り組まれていなかったという訳では

なく、各省庁もガイドラインをつくっており、

また、事業者団体も、顧客の信頼を得る

ためにガイドラインをつくるといった取り

組みがありました。そのような自主的な

取り組みとこの法律とが相まって、個人

情報の保護に万全が期されることが重

要であるということを書いています。

―― 基本方針が定める国の役割は。

鶴巻 国の役割としては、まず、自ら保

有する個人情報の保護について、行政

機関法を厳格に運用する、そのために、
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増えたと考えていただきたい、そう申し上

げました。議論を重ねるうち、総論として

は、われわれの考え方にご理解いただけ

てきたのではないかと思っています。

―― 優れた取り組みをする地方公共

団体が現れ、それに倣うところが出てく

る。そのように制度がブラッシュアップさ

れることが期待できますね。

鶴巻 日本の法律として、馴染みにくい

かもしれませんが、骨太な枠組みを、ま

ず、きちんと定めておき、さらに、行政、民

間が実行を積み重ねながら、よりよい仕

組みにしていく。そのような機能に期待

するという意味では、わが国では新しい

かたちの法律、制度なのかもしれません。

―― 民間事業者に望まれることとは、

どのようなことでしょうか。

鶴巻 3点あります。1点目は「事業者が

行う措置の対外的明確化」です。自分た

ちの方針を策定・公表して、それに従っ

て行動していただくことです。消費者が

それを参考に企業や商品を選択する作

用も働き、それによって個人情報保護の

システムが向上していくことを期待して

います。

2点目は「責任体制の確保」です。事

業者ごと内部の責任体制を定めること、

事故が起きたとき、きちんと処理できる仕

組みをあらかじめ整えておくこと。また

今、アウトソーシングが進んでいますが、

外部委託の際の問題についても注意を

喚起しています。

3点目は「従業者の啓発」です。教員

研修などを通じて、従業者の意識を徹底

することを求めています。

―― 情報主体である個人の側も、意

識変革が求められているのでしょうか。

鶴巻 この法律で、企業が持っている

個人情報に自分でアプローチする手段

ができた。まずそれを知り、それに基づ

いて行動していただく。何よりも、その事

業体が個人情報についてどう考えてい

るのか、消費行動に反映させていくこと

で、社会全体としての個人情報保護の

底上げが図れます。この法律はそれを

期待するものです。

個別法制定の可能性

―― 事業の分野ごとのガイドラインづ

くりについてお聞きしたいと思います。

鶴巻 この法律は、多様な事業者、多様

な利用方法についてルールをつくるた

め、必要最小限のことだけを書いたもの

で、ガイドラインなり関係者の自主的取り

組みが相まって、初めて個人情報保護

の万全を期すことができる。そのような

思想を閣議決定のかたちで明文化した

もので、現在それに基づいて、各省が各

分野の実情や特性を踏まえたガイドライ

ンづくりを進めています。医療、金融・信

用、情報通信の3分野については特に、

国会の附帯決議でも提起され、基本方

針でも「格別の措置」を求める、分野ご

とに検討して「法の全面施行までに、一

定の結論を得るものとする」としていま

す。

―― 個別法を立法する可能性は。

鶴巻 全面施行までの時間が限られて

いる中で、事業者の方々の準備期間を

踏まえる必要があります。したがって、今

年の夏か秋口までに3分野、さらに他の

分野についても、事業分野ごとに網羅的

な取り組みの内容を洗い出してもらう。

以降、法律をつくる必要があるか否かは

それを踏まえて精査していく。そのよう

なプロセスを考えています。

―― 個人情報に関する犯罪を考慮

し、刑法の見直しを求める声もあります。

鶴巻 情報窃盗罪については、かなり

前から刑事法制の検討の中で議論され

ています。個人情報保護法をつくる段階

でも、情報の不適正な取り扱いに関する

直接処罰について議論がなされました

が、この法律のターゲットは極めて広く、

一律の罰則を設けるのは難しいというこ

とで、間接罰を設けることになりました。

ただ、それで事足りる、という結論ではな

く、直接処罰についても個別分野ごとの

措置として、情報の性質、利用方法を踏

まえて検討するという考え方、手順が示

されており、今は、その過程にあると考え

ています。

―― 最後に、これまで個人情報保護

法の制定にかかわる中で、この法律の

意味するところについて、どのようなこと

を考えられたか、個人的なお考えをうか

がいたいと思います。

鶴巻 この法律の議論は、民と民の関

係を憲法的にいかにとらえていくのか、

さらに、国家は、それにどのようにかかわ

るべきなのか、というテーマを含むもので

すが、それは法律の解釈論や立法論だ

けでは処理し切れません。バックグラウ

ンドとして社会のコンセンサスがなけれ

ば、荒唐無稽なものになりかねない。そ

のようなものを一歩ずつ築き上げていく

ことが求められるところに、この法律の難

しさがあります。特にIT分野は変化が激

しく、誰もが国家に匹敵するようなレベル

で情報を収集、処理することもできる時

代です。そのような環境の中で、個人情

報の保護ということも取り上げ、考えなけ

ればならない。この法律をめぐって、個人

的には、そのようなことを感じています。
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